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はじめに 

 
 英国の地方自治体では、サッチャー保守党政権が成立した頃から現在の労働党政権に至

るまで、多岐にわたる構造改革が行われている。日本では地方自治体の首長は地方議員と

は別に選ばれるが、英国ではこれまで議員の中から過半数を占める政党の中心人物がリー

ダーとして自治体の主導権を握っていた。従って、英国では地方政治においても、一般的

にまず政党に属し、選挙に勝利することを目標にするのだが、有権者は候補者が所属する

政党とその政策を重視する傾向が強い。そこで、各党の政策を有権者に提示する手段であ

るマニフェストが重要な役割を果たす。 
 日本でもマニフェストという言葉は 2003 年の流行語大賞に選ばれ、メディアにおいて

も見聞きしない日がないくらいに浸透してきた。 
英国のマニフェストについては国政については多く紹介されている。一般に各政党の

「政権公約」を意味し、マニフェストを通じて各政党は、政権を獲得した時には「必ず実

行する政策」を国民に約束する。しかし、地方版マニフェストについてはこれまで実態が

明らかにされてはいない。 
そこで今回の調査では、英国の地方選挙と地方版マニフェストに焦点を当てている。地

方選挙制度の説明とともに選挙時の一般的情況や政党活動にも触れ、英国における地方選

挙全般についても理解ができるように配慮している。また、調査にあたっては、日頃政務

を担当している所員を中心に、実際に英国の地方自治体で政務補助員（Political Advisor）
としてマニフェスト作成に関わった経験を有するロンドン事務所現地調査員と連携をとり

ながら、地方自治体の現場での情報収集に努め、分析を行った。また、国政レベルの動き

にも関心を払い、各党の年次党大会に出席して各党の政策比較を行うなど日頃からの成果

を含めてとりまとめたものである。法制度・財源上の制約がある中で、英国の地方レベル

においてどのようなマニフェストが作成されているかを考察することは、同じく財源の多

くを国に依存している日本の地方自治体にとって参考になるのではなかろうか。本稿が英

国の選挙制度のみならず地方行政システムを総合的に理解するための一助となれば幸いで

ある。 
 

（財）自治体国際化協会 ロンドン事務所長  
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概要 

 
 本稿では、英国の地方選挙がどのように行われているかを概観する。英国の選挙では候

補者間の政策論争に力が入れられており、その中で重要な役割を果てしているのがマニフ

ェスト（政権公約）である。 

 英国において、マニフェストは有権者が各政党の具体的な政策を理解するための手段と

して定着している。近年日本でも多く紹介されているように、英国の「国政選挙」におい

ては、各政党が発表するマニフェストは期限・目標・財源付きで政権獲得後に実現する政

策を明記したものとなっている。英国のメディアも総選挙時には各党のマニフェストを比

較し、有権者が投票する時の重要な判断材料となっている。しかし、英国の「地方選挙」

のマニフェストに目を移すと、目標を達成する具体的な手段と財源が明示されているもの

は少なく、有権者への配布部数も極めて少ない。この背景には、英国の地方自治体の役割

が、英国議会から授権された事務のみを行うという限定されたものになっていることがあ

る。財政状況は一般的に 8 割弱を政府からの補助金等に依存し、財政面での自主性も極め

て限られている。英国の地方版マニフェストを読み進める上で、日本より更に中央集権的

な一面を持つ英国の中央・地方関係を理解する必要があるであろう。 

 以上の背景を理解するために、第１章では英国の統治構造と、その中で地方自治体の位

置づけがどのようになされているかについて概観している。また、ブレア労働党政権は

「2000 年地方自治法」において地方自治体の内部構造改革を行い、伝統的な英国の地方自

治体運営方法にメスを入れた。この内部構造改革は、地方自治体の首長を直接住民の選挙

で選ぶことを可能とする直接公選首長制の導入も含まれており、昨今の英国の地方版マニ

フェストでもこの内部構造改革の是非が大きな争点の一つになっている。 
 
 第２章では、英国の地方選挙制度、選挙における政党の役割及び実際に選挙活動がどの

ようになされているかを紹介している。 
 
 第３章では、英国の地方版マニフェストに焦点を当てている。上述したように、英国の

地方選挙に対する住民の関心は低いが、地方レベルにおいてもマニフェストは一定の役割

を果たしており、カウンシル（市役所）で過半数を制している支配政党は、カウンシルの

仕事がマニフェストに従っているか、または、少なくともマニフェストの達成に向けて進

捗しているかを確認するため行政運営の監視を行っている。カウンシル事務職員はカウン

シル議会議員にカウンシル行政の説明を行う際に、議員の所属政党のマニフェストに注意

を払うようにしている。一方で、地方自治体は中央政府によって財源面から厳しく統制さ

れているため、地方団体独自の公約を達成することが困難な側面もある。このことから地

方選挙時にあえてマニフェストを作成しない地方政党も存在する。 
 続いて、地方版マニフェストの事例を紹介する。イングランドの地方自治体が最も多

く採用している「リーダーと議院内閣」制度または「委員会」制度では、地方議会で過半
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数を制した政党が内閣または委員会を通じて行政執行の責任者となるので、マニフェスト

に掲げた政策を実行することが可能である。「リーダーと議院内閣」制度を採用している自

治体として、ニューカッスル市の与党であった労働党及び野党であった自由民主党のマニ

フェストを採りあげる。 
 次に 2000 年地方自治法によって新たに採用できるようになった「直接公選首長」制度

では、首長と地方議員の２者をそれぞれ選挙で選ぶが、選挙は政党中心に行われ、首長候

補者も議員候補者も共通の政党マニフェストを掲げて選挙戦を戦う姿が一般的である。こ

の「直接公選首長」制度を採用している地方自治体としてロンドン・ルイシャム区とノー

ス・タインサイド市を採りあげる。ロンドン・ルイシャム区労働党は、首長候補者も議員

候補者も共通のマニフェストを使って選挙を戦ったが、労働党候補者が首長に当選し、議

会も労働党が過半数を制したのでマニフェストに掲げた政策も実現に向けて進んでいる。

一方、ノース･タインサイド保守党においても、首長候補者と議員候補者は共通のマニフェ

ストで選挙を戦ったが、保守党候補者が首長となり、議会は労働党が過半数を制した。政

策執行責任者は首長であるが、議会多数派の労働党がことごとく首長の政策に反対し、市

政は混乱した。ノース･タインサイド市のような状況は、従来英国の地方自治体が採ってき

た「委員会」制度では想定されなかったことである。 
最後に、混雑課金制度の導入など日本でも注目される政策を矢継ぎ早に打ち出している

ＧＬＡ（グレーター･ロンドン・オーソリティ）労働党マニフェストを紹介する。2004 年

のＧＬＡ選挙では、労働党候補者が首長に当選したが、議会では保守党と自由民主党が連

立し過半数を制したために、マニフェストに掲げた政策を円滑に実行するのに困難が生じ

ることも予想される。 
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